
共有船建造事業者向け

造船関係事業資金融資制度

２０２6年度版



◆市場金利の上昇から、財団の共有船融資利率の上限、及び金
融機関への貸付利率の改定を行いました。

又、1事業者1事業年度の融資限度は20億円です。

金融機関から事業者への方への融資利率

： 「1.９％以内」 (全期間固定）

財団から金融機関への貸付利率

： 「0.１５％」 (全期間固定）

◆『低・脱炭素船舶建造資金』は今年度も150億円の募集です。

融資限度などの条件の変更があります。

２０２6年度の制度改定
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ボートレースの収益金の一部を社会還元する事業のひとつとして、造船関連産業
の振興のため日本財団が長期低利の資金を提供する事業です。

～ 共有船建造事業者（船主）の方々のお申込みにより、まず当財団が申込事業者の
お取引金融機関に資金を貸付け、次に当財団から貸付を受けた金融機関がその資
金を事業者に融資する、というニ段階の仕組みで融資されます。

※なお、申込事業者の方は、金融機関の日本財団からの借入に対し、万が一金融機関が
破綻し借入金の返済ができなくなった場合に「連帯保証」をしていただくことになります。

1－1 融資の仕組み

1 制度の概要

日本財団 海運事業者の
取引金融機関

融資貸付

海運事業者

返済

※連帯保証

［金消契約］

借入申込み （申込み関係書類･建造造船所の団体加入証明書）

［金消契約］

返済
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1－2 融資対象者

（1） 独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構において建造費用を分担する船舶
 (共有船)を建造する事業者であって、

（2） （一社）日本中小型造船工業会又は（一社）地方小型船舶工業会に加入している造船事
 業者で建造を行う事業者（個人または法人）。

（3） また、融資対象の共有船舶の建造について、4月から翌年3月までの間に船舶建造に

着工済で、建造代金の一部または全部の支払時期が到来する場合に、船舶の建造資金

(消費税含む)が融資対象になります。

1－3 融資対象船舶

（1）内航貨物船

 ① 100総トン以上又は長さ30メートル以上の鋼製の船舶であること。

 ② 土・砂利・石材専用船・シングルハルタンカーではないこと。

（2）旅客船

 海上運送法により一般旅客定期航路事業の免許を受けた航路または旅客不定期航路
事業等の許可を受けた航路に使用する旅客船であること。

 国内クルーズ船も共有船建造が可能です（詳細内容は、鉄道・運輸機構の資料でご確認
ください）。
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1－4 融資金の限度額 (建造請負金額の８0％以内、２0億円以内）

① 融資金の金額は原則として所要資金額の８０％以内で、1事業者1事業年度２０億円以内です。

※建造費から機構の費用分担額を控除した金額以内が融資限度額となります。

② 財団融資の所要資金額には消費税が含まれますが、乗り出し費用は含まれません。

③ 融資申込は対象船舶について1回限りです。

④ 申込金額が減額されて貸付決定される場合があります。その際の対応については事前に取扱

金融機関と話し合っておいてください。

1－5 利率 (1.９％以内 固定利率）･･金融機関と話し合って、決定して下さい

① 事業者が金融機関から融資を受ける際の利率は、事業者と金融機関の話し合いで、

年１．9％以内(全期間固定利率）で決めていただきます。

（財団から金融機関への貸付金利率は全期間0.15％です）。

② 利率は借入期間中不変の固定金利で、６か月毎の後払いです。

1－6 融資期間と返済方法 (15年以内）･･金融機関と話し合って、決定して下さい

① 償還期間(融資期間）は1年以上１５年以内です。

② 償還方法は原則として毎年４月と１０月の年２回の割賦償還(返済日は15日）です。

③ 元金返済には６か月以上1年以内の据置期間があります。

④ 機構借入の融資期間と同一期間にする必要はありません（機構より長期となっても可）。

6



2－1 取引金融機関による与信審査

① まず、お取引している金融機関に案件について相談をし、申込予定案件への融資が可能かどうか
の与信審査を受けてください。疑問があったら「融資相談シート」（P.14)をご利用ください。

② 申込金融機関から融資可の内諾を得たら、財団所定書式の「融資内諾通知書」を発行してもらっ
てください（融資内諾通知書は財団への借入申込時までにお受け取り下さい）。

2－2 日本財団への申し込み

① 共有船建造事業者の方々は、当財団所定の「借入計画書」に申込金融機関発行の｢融資内諾通知
書」・連帯保証関係書類・定款・船舶建造関係書類など必要書類(P.1１ご参照)を添えて、申し込
み受付期間中(P.1３ご参照）に、当財団又は受付会場へご持参のうえ内容説明してご提出くださ
い（受付期間前であっても、いつでも融資相談はできます）。

② あわせて、建造を請負う造船所の加入団体（日本中小型造船工業会・地方小型船舶工業会)に団
体加入証明書の発行をお願いしてください。

2－3 日本財団での審査

① 当財団では、ご提出いただいた「借入計画書」記載内容の審査、添付の「融資内諾通知書」、 「連
帯保証関係書類｣、金融機関から提出いただいた「貸付申込書」等の記載事項の点検等の審査を
経て、財団理事会で承認決定します。概ね1か月程度を予定しています。

2 ご利用の手順
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② 審査、内部決裁手続終了後、当財団から申込事業者の方々へ「決定通知書」により、

当財団から申込金融機関に対する貸付金額・貸付実行日等をお知らせします。

申込金融機関へは、当財団の代理店である（株）商工組合中央金庫を通じて、事業者に

到着して２～３日後にお知らせします。金融機関は決定通知の受領後、財団との間で

「金銭消費貸借契約」を締結します。事業者の方には、財団からの金融機関の借り入れに

対する「連帯保証人」として署名･ご捺印いただくことになります。

2－4 融資の実行

① 資金交付は、日本財団へのお申し込みから２か月程度後です。

② 年間４回の受付・実行を行います（P.13の『年間スケジュール』をご参照ください）

なお、第１回および第３回の受付は、運転資金と同時期に、東京・大阪・広島・今治・福岡で

行いますので、お近くの会場で借入申込みを行ってください。

第２回･第４回は東京都港区赤坂の日本財団ビルでの受付となります。

③ 資金実行は、(株）商工組合中央金庫を通じて申込金融機関に送金させていただきます。

原則として同日付で申込金融機関から事業者の方々へ融資が行われます。

2－5 完了報告

① 対象船舶の完成引渡後１ケ月以内に当財団所定の完了報告書を提出していただきます。

書式は、日本財団ホームページからWORD版をダウンロードして作成してください。

② 添付していただく書類については、P.1２の６-2提出書類（完了報告時）をご参照ください。
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3 『低・脱炭素船舶建造資金』 について
(2023年度から2027年度までの制度）
●全期間「無利息融資」が受けられる事業者に非常に有利な融資制度です！

３-1 制度創設の目的

○ 低・脱炭素船建造の船主に建造資金の無利息融資を行うことで、環境負荷軽減の効果が高い船舶建造を促進し、
造船関係事業者を支援していく。

３-2 融資対象船舶

○ LNG・アンモニア・水素を主機関の燃料とする船舶（新燃料船といいます）、又は、海事産業強化法に基づく「特定
船舶導入計画」の認定を受けた新燃料船以外の船舶。

３-3 融資金の使途・申込の時期・限度額

〇 対象船舶が着工済み（新燃料船の場合は契約済み）で、年度内(4月～翌年3月)に建造費の一部又は全部の支払
時期が到来する場合に、申込年度以降の支払額につき融資申込ができます。融資申込は対象船舶について1回限
りです。 なお、鉄道・運輸機構共有船融資と併用の申し込みができますが、その際には同一の募集時期に融資申
請を行って下さい。

○ 新燃料船は融資限度額は1隻「20億円」以内、1事業者1年度「２0億円」以内、新燃料船以外は1隻「10億円以内」、
1事業者1年度「１0億円」以内

〇 融資率は、所要資金額の80％以内

〇 融資利率は「0％（無利息融資）」、償還期限は4年以上18年以内、据置期間は3年6カ月以上4年以内

○ 専用の借入計画書（低・脱炭素船建造資金）にて、受付期間(P1３）にお申し込み下さい。

9



４ 申込取扱金融機関

・全国ほとんどの銀行、信用金庫、信用組合の本支店で申込取扱出来ます。

但し、日本政策金融公庫の中小企業事業の代理店または沖縄振興開発金融公庫の

代理店になっていることが必要です。

・（株）商工組合中央金庫、（株）日本政策投資銀行でも取扱いできます。

５ 共有船融資制度ご利用のメリット
(1) 自己資金が少なくても、共有船建造が可能となります。

(2)金融情勢逼迫の時期でも安定的に借入可能であり、安心できます。

(3)１５年の長期間に亘り、低利･固定金利・利息後払いの有利な条件での借入ができます。
 長期金利は上昇傾向ですが、本制度は固定金利で資金調達できます。
 （但し、償還期間・融資利率は、金融機関と交渉してお決め下さい）

(4)元本返済には、６か月以上１年以内の据置期間があります。

(5)借入計画書等の関係書式は、財団HPからすべてダウンロードでき便利です。
 融資相談シートもダウンロードしてご利用下さい。

(6)財団が金融機関から受け取る利息は、財団の行う社会貢献活動に資する事業に使われます。
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・借入計画書（財団所定書式の機構共有船用） ※

・会社経歴書または会社案内

・決算報告書（製造原価及び販管費明細を含む）または確定申告書写・・・・過去3期分

・連帯保証に係る取締役会議事録写または株主総会議事録(代表者印による原本証明要）※

・商業登記簿謄本（履歴事項全部証明書）：実行予定日の3カ月以内に発行のもの

・印鑑証明書：実行予定日の3カ月以内に発行のもの

・定款写（別に取締役会規則等の定めがある場合は添付）

・船舶建造工事請負契約書写（事業者、鉄道・運輸機構、造船所の3社契約）

・船舶共有証明書正本（独立行政法人 鉄道建設・運輸施設整備支援機構が発行します）

・起工確認報告書写

・建造造船所が所属する造船関係団体で発行する団体加入証明書

・融資内諾通知書（申込金融機関が発行） ※

・貸付申込書・融資金の使途（申込金融機関から、後日当財団宛に直送される） ※

 ※印の書式については、財団のホームページに掲載されていますので、ご利用ください。

６-1 提出書類（借入申込受付時）
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６-2 提出書類 （建造資金の支払いが終わって「完了報告」時）

12

・ 完成写真（2枚）

1枚目 ：全景写真を

2枚目 ：当財団から送付する融資対象設備表示板の設置個所（操舵室等）の写真

・ 固定資産台帳の写

・ 請求書、領収書（または振込金受取書）の写

・ 船舶建造工事請負費支払通知書の写

・ 受渡書の写

・ 所有権保存登記済権利証書の写

・ 共有貨物船持分計算書（旅客船の場合は船価及び分担額決定調書）の写

・ 船舶使用料原簿の写

・ NK（日本海事協会）やJGによる検査済証書

・ 会社までの経路地図

(完了報告書 及び 1.設備内容 2.設備の効果表 3.支払状況等一覧表以外の添付書類）



７ 年間スケジュール (本年度は4回の受付・実行です)
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第１回募集 (第１回運転資金募集と同時期に各地で行います）

申込受付期間 202６年5月7日（木）～20日（水） 資金実行 7月9日（木）予定

会場
[東京] 5/７、/8、/20 日本財団ビル  [大阪] 5/12 マイスティズ新大阪コンファレンスセンター
[広島] 5/13 エールエールA館 [今治] 5/1４、/15（午前） 今治国際ホテル ［福岡）5/19福岡県トラック総合会館

第2回募集 （財団ビルでの受付）

申込受付期間 2026年7月1日（水）～2日（木） 資金実行 8月19日（水）予定

会場 [東京] 日本財団ビル

第3回募集 (第2回運転資金募集と同時期に各地で行います）

申込受付期間 2026年10月１日（木）～1４日（火） 資金実行 12月１１日（金）予定

会場
[東京] 10/1、/２、/1４ 日本財団ビル  [大阪] 10/6 マイスティズ新大阪コンファレンスセンター

[広島] 10/７ エールエールA館 [今治] 10/８、/9（午前） 今治国際ホテル [福岡] 10/１３ 福岡県トラック総合会館

第4回募集 （財団ビルでの受付）

申込受付期間 2027年1月13日（水）～14日（木） 資金実行 3月11日（木）予定

会場 [東京] 日本財団ビル

※本年度より、第1回・第3回の日程繰りや広島・大阪の受付会場が変更になっています
。



８ 共有船融資相談シート (書式は財団HPから）
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https://www.nippon-foundation.or.jp/grant_application/shipbuilding_loan

ホームページ最下段までスクロールしてください

公益財団法人　日本財団　
［ＴＥＬ：03-6229-5142　ＦＡＸ：03-6229-5150]

[相談シート]：下記の通り機構との共有船建造を検討していますので、財団融資のご検討を依頼します。
　〇右をチェック：　□一般の共有船建造資金融資　□特定船舶＊である共有船 低･脱炭素船舶建造融資

[過去の財団融資利用］有・無

資本金

業種

売上高 経常利益 売上高 経常利益

売上高 経常利益 売上高 経常利益

建造予定船舶 G/T

［契約］ 　年　　月 ［着工］ 　年　　月 ［進水］ 　年　　月 ［竣工］　　年　　月

％

％

取扱金融機関 有・無

年 月 日 年 月 日

＜日本財団⇒相談事業者＞ ■相談受付日 受付番号

■電話連絡日

消費税込所要資
金額(内訳)

千円

［船種］

海洋事業部　海洋船舶チーム　御中

TEL: FAX: ご担当：役職名　　　　　　　氏名

事業者所在地

過去３年間の業
績及び本年度予
想(千円)

千円

財団以外の借入
予定など

［船級］

　年/　月期

会社名及び
代表者名

（Ｂ）　　　　　千円(裏面参照）

銀行・信金・信組・商工中金

財団への質問事
項※3

　年/　月期

支払時期及び
支払金額(千円)

海運・旅客運送・貸渡･他

建造予定の
造船所名※2

財団融資希望
時期・金　額

建　造　の
スケジュール

融資期待額
(10万円未満切捨)

千円 千円

千円 千円

　　　　　　　　　　人

千円

◆◆この相談シートは、鉄道・運輸機構との共有船建造相談終了後に財団へご提出下さい◆◆

機構持分

金融機関への
相談の有無

融資利率※1
（1.9％以内）

％

建造の目的･
効果等

従業員数

期待率（Ｂ）／（Ａ）

　　＝（Ａの８０％以内）

本年度予想　年/　月期

（金融機関名）

（Ａ）　　　　　　　　　　千円
　　・建造請負契約金額(消費税込み）

千円

千円

　

第1回設備(7月実行) 第2回設備(8月実行) 第3回設備(12月実行) 第4回設備(3月実行)

［契約時］　 　　  千円 ［着工時］　  　　　千円 ［竣工時］　　   　千円［進水時］　　  　　千円

特定船舶＊の場合の
最終期限※1（18年以

特定船舶＊
(無利息融資）

機構共有船(特定船舶＊含む）融資相談シート　兼　検討結果連絡表

メモ欄

建造船は「特定船舶
(予定)」ですか？

はい・いいえ

［大きさ］L 　  m×B　 　m×D　　ｍ

最終期限※1
（一般は15年以内）

［総ｔ数］

　年/　月期

千円

（自己資金等）　　　　　　　千円

https://www.nippon-foundation.or.jp/grant_application/shipbuilding_loan
https://www.nippon-foundation.or.jp/grant_application/shipbuilding_loan
https://www.nippon-foundation.or.jp/grant_application/shipbuilding_loan

共有船融資相談シート

				機構共有船(特定船舶＊含む）融資相談シート　兼　検討結果連絡表 キコウ キョウユウ セン トクテイ センパク フク ユウシ ソウダン ケン ケントウ ケッカ レンラク ヒョウ

		◆◆この相談シートは、鉄道・運輸機構との共有船建造相談終了後に財団へご提出下さい◆◆

		公益財団法人　日本財団　 コウエキ ザイダン ホウジン ニッポン ザイダン

		海洋事業部　海洋船舶チーム　御中 カイヨウジギョウ カイヨウセンパク オンチュウ																［ＴＥＬ：03-6229-5142　ＦＡＸ：03-6229-5150]

		[相談シート]：下記の通り機構との共有船建造を検討していますので、財団融資のご検討を依頼します。 ソウダン カキ トオ キコウ キョウユウ セン ケンゾウ ケントウ ザイダン ユウシ ケントウ イライ

		　〇右をチェック：　□一般の共有船建造資金融資　□特定船舶＊である共有船 低･脱炭素船舶建造融資 ミギ イッパン キョウユウ セン ケンゾウ シキンユウシ トクテイセンパク キョウユウ セン テイ ダツ タンソ セン ハク ケンゾウ ユウシ

		会社名及び
代表者名 カイシャ メイ オヨ ダイヒョウ モノ メイ								　																						[過去の財団融資利用］有・無

										TEL:								FAX:								ご担当：役職名　　　　　　　氏名 タントウ ヤクショクメイ シメイ

		事業者所在地 ジギョウシャ ショザイチ																																		資本金 シホンキン				千円

		従業員数 ジュウギョウイン スウ								　　　　　　　　　　人 ニン																				業種 ギョウシュ				海運・旅客運送・貸渡･他 ウンソウ ホカ

		過去３年間の業績及び本年度予想(千円) カコ ネン カン ギョウセキ オヨ ホンネンド ヨソウ センエン								　年/　月期 ネン ツキ キ																				　年/　月期 ネン ツキ キ

										売上高 ウリアゲ タカ				千円 センエン						経常利益 ケイジョウ リエキ				千円 センエン						売上高 ウリアゲ タカ				千円 センエン						経常利益 ケイジョウ リエキ				千円 センエン

										　年/　月期 ネン ツキ キ																				本年度予想　年/　月期 ホンネンド ヨソウ ネン ツキ キ

										売上高 ウリアゲ タカ				千円 センエン						経常利益 ケイジョウ リエキ				千円 センエン						売上高 ウリアゲ タカ				千円 センエン						経常利益 ケイジョウ リエキ				千円 センエン

		建造予定の
造船所名※2 ケンゾウ ヨテイ ゾウセン ジョ メイ																												建造船は「特定船舶(予定)」ですか？ ケンゾウセン トクテイセンパク ヨテイ										はい・いいえ

		建造予定船舶 ケンゾウ ヨテイ センパク								［船種］ フネ タネ								［船級］ セン キュウ								［総ｔ数］ ソウ スウ								G/T		［大きさ］L 　  m×B　 　m×D　　ｍ オオ

		建　造　の
スケジュール ケン ヅクリ								［契約］ ケイヤク				　年　　月 ネン ガツ						［着工］ チャッコウ				　年　　月 ネン ガツ						［進水］ シンスイ				　年　　月 ネン ツキ						［竣工］　　年　　月

		消費税込所要資金額(内訳) ショウヒゼイ コ ショヨウ シキン ガク ウチ ワケ								（Ａ）　　　　　　　　　　千円
　　・建造請負契約金額(消費税込み）　 センエン ケンゾウ ウケオイ ケイヤク キンガク ショウヒゼイコ																						機構持分 キコウ モチブン																％

		支払時期及び
支払金額(千円) シハライ ジキ オヨ シハライ キンガク センエン								［契約時］　 　　  千円 ケイヤク ジ										［着工時］　  　　　千円 チャッコウ ジ センエン										［進水時］　　  　　千円 シンスイ ジ センエン										［竣工時］　　   　千円　 ジ センエン

		財団融資希望
時期・金　額 ザイダン ユウシ キボウ ジキ キン ガク								第1回設備(7月実行) ダイ カイ セツビ ガツジッコウ										第2回設備(8月実行) ダイ カイ セツビ ガツジッコウ										第3回設備(12月実行) ダイ カイ セツビ ガツジッコウ										第4回設備(3月実行) ダイ カイ セツビ ガツジッコウ

		融資期待額
(10万円未満切捨) ユウシ キタイ ガク マンエン ミマン キリス								（Ｂ）　　　　　千円(裏面参照） センエン リメン サンショウ																期待率（Ｂ）／（Ａ）
　　＝（Ａの８０％以内） キタイ リツ イナイ																						％

		財団以外の借入予定など ザイダン イガイ カリイレ ヨテイ								（金融機関名）　　　　　　 キンユウ キカン メイ																				（自己資金等）　　　　　　　千円 ジコ シキン トウ センエン

										千円

		建造の目的･
効果等 ケンゾウ モクテキ コウカ ナド





		取扱金融機関 トリアツカイ キンユウ キカン								銀行・信金・信組・商工中金 ギンコウ シンキン ショウコウ チュウキン																										金融機関への相談の有無 キンユウ キカン ソウダン ウム								有・無 アリ ム

		融資利率※1
（1.9％以内） ユウシ リリツ イナイ								％																特定船舶＊
(無利息融資） トクテイ センパク ムリソクユウシ

		最終期限※1
（一般は15年以内） サイシュウ キゲン イッパン ネン イナイ												年 ネン				月 ツキ				日 ヒ				特定船舶＊の場合の最終期限※1（18年以内） トクテイセンパク バアイ サイシュウ キゲン ネン イナイ														年 ネン				月 ツキ				日 ヒ

		財団への質問事項※3 ザイダン シツモン ジコウ



		＜日本財団⇒相談事業者＞ ニッポン ザイダン ソウダン ジギョウシャ																						■相談受付日 ソウダン ウケツケビ												受付番号 ウケツケ バンゴウ

																								■電話連絡日 デンワレンラクビ

		メモ欄 ラン







		[注意事項] チュウイ ジコウ						　制度内容は｢融資申請のごあんない｣、｢低脱炭素資金建造資金融資【応募の手引き】｣をご参照下さ
　い。又、財団HP上の共有船セミナー用「共有船建造事業者向け 融資制度」もご参照下さい。 セイドナイヨウ ユウシ シンセイ テイダツタンソシキン ケンゾウシキンユウシ (オウボノテビ サンショウ クダ マタ ザイダン ジョウ キョウユウセン ヨウ キョウユウ セン ケンゾウジギョウシャム ユウシセイド サンショウクダ

		＊		標記上の「特定船舶」とは｢海事産業強化法(令和3年法律第43号)」に基づき事業基盤強化計画の認定を受けた ヒョウキジョウ トクテイセンパク カイジサンギョウキョウカホウ レイワ ネン ホウリツダイ ゴウ モト ジギョウキバンキョウカケイカク ニンテイ ウ

				造船事業者が海運事業者と共同で作成した「特定船舶導入計画」に基づき建造される船舶を言います。 カイウンジギョウシャ キョウドウ サクセイ トクテイセンパクドウニュウケイカク モト ケンゾウ センパク イ

		＊		財団は、共有船の「特定船舶」建造資金の為に「無利息（＝０％)｣借入ができる「低・脱炭素船舶建造資金」 ザイダン キョウユウセン トクテイセンパク ケンゾウ シキン タメ ムリソク カリイレ テイ ダツタンソセンパクケンゾウシキン

				融資制度を創設しています。　　償還期限や据置期間も一般の共有船融資に比べて長くなっています。
同一船舶で両制度を利用して申し込む場合は、同一の時期での申し込みを行う必要があります。 セイド ソウセツ ショウカンキゲン スエオキキカン イッパン キョウユウセンユウシ クラ ナガ ドウイツセンパク リョウセイド ドウイツ ジキ モウ コ



		※1		○融資利率、最終期限は金融機関と協議の上ご記入下さい(一般の融資利率は1.9％以内、最終期限は15年以
　内。特定船舶建造の場合は、融資利率は0％(無利息）、最終期限は18年以内です）。
○最終償還日は実行日から15年以内（「特定船舶」は18年以内）の4月15日又は10月15日です。 ユウシ リリツ サイシュウ キゲン キンユウキカン キョウギ ウエ キニュウ クダ イッパン ユウシ リリツ イナイ サイシュウ キゲン ネン トクテイセンパク ケンゾウ バアイ ユウシリリツ ムリソク サイシュウキゲン ネンイナイ サイシュウ ショウカンビ ジッコウビ ネン イナイ トクテイセンパク ネンイナイ ガツ ニチ マタ ガツ ニチ



				○一般の共有船融資は元金返済開始は6ヶ月以上1年以内の据置期間があります。「特定船舶」建造の場合は、
　3年6カ月以上4年以内の据置期間があります(据置期間中は元本返済はありません）。
〇一般の共有船融資で7・8月実行の場合は、翌年の4月15日が、12月・3月実行の場合はその年の10月15日が
　初回の元金返済日になります。「特定船舶」建造の場合は、3年6カ月以上経過後の4月15日又は10月15日が
　初回元金返済日になります。
○利払いは6か月後払いです。 イッパン キョウユウセン ユウシ ガンキン ヘンサイ カイシ ゲツイジョウ ネン イナイ スエオキ キカン トクテイセンパク ケンゾウ バアイ ネン ゲツイジョウ ネンイナイ スエオキキカン スエオキキカンチュウ ガンポンヘンサイ イッパン キョウユウセンユウシ ガツ ジッコウ バアイ ヨクネン ニチ ガツ ガツ ジッコウ バアイ トシ ガツ ニチ ショカイ ガンキン ヘンサイビ ケイカゴ ガツ ニチ マタ ガツ ニチ ショカイガンキンヘンサイビ リバラ ゲツ アト バラ



				○一般の共有船融資の場合、収支等の関係等で、15年以内の償還が難しい場合には、3年以内の償還期限の延
　長が検討できます。又、据置期間も4年以内まで延長検討が出来ますので、予めご相談下さい。 イッパン キョウユウセンユウシ バアイ シュウシ トウ カンケイ トウ ネン イナイ ショウカン ムズカ バアイ ネン イナイ ショウカン キゲン ノブ チョウ ケン マタ スエオキ キカン ネン イナイ エンチョウ ケントウ デキ アラカジ ソウダン クダ



				○本制度の融資限度は、一般の共有船融資も、低･脱炭素船舶建造資金融資もともに、所要資金額(建造費＋消
　費税)の80％以内です。
　鉄道・運輸機構と事業者の方の持分割合は、鉄道・運輸機構との話し合いでお決めください。
○共有船が「特定船舶」の場合は、申込年度以降の建造資金に充当する金額を限度とします。 ホンセイド ユウシゲンド イッパン キョウユウセンユウシ ショヨウ シキン ガク ケンゾウヒ イナイ テツドウ ウンユキコウ ジギョウシャ カタ モチブンワリアイ テツドウ ウンユキコウ ハナ ア キ キョウユウセン トクテイセンパク バアイ モウシコミネンドイコウ



		※2		○融資申込時には、建造造船所所属の造船関係団体発行の「団体加入証明書」が必要ですので、団体へ借入
　計画書等のコピーを送付する必要があります。 ユウシ モウシコミ ジ ケンゾウ ゾウセン ショ ショゾク ゾウセン カンケイ ダンタイ ハッコウ ダンタイ カニュウ ショウメイ ショ ヒツヨウ ケイカク ショ ナド ソウフ ヒツヨウ



		※3		○同一船舶の建造の場合、一般の共有船融資と低･脱炭素船舶建造資金を申込む際は、同時申込となります。 ドウイツ センパク ケンゾウ バアイ イッパン キョウユウセンユウシ テイ ダツタンソセンパクケンゾウシキン モウ コ サイ ドウ ジモウシコミ

				　そのようなご利用を希望の場合には、予め財団海洋事業部海洋船舶チームにご相談下さい。
 リヨウ アラカジ ザイダン カイヨウ ジギョウ ブ カイヨウセンパク

				　

		※4		○財団に予め聞いておきたい事項や要望事項などがあれば、お書き下さい。 ザイダン アラカジ キ ジコウ ヨウボウ ジコウ カ クダ



		◇ご参考◇［借入申込時の提出書類］ サンコウ カリイレ モウシコミ ジ テイシュツ ショルイ

						①		借入計画書⇒金融機関の「融資内諾通知書」を添付して下さい カリイレ ケイカクショ キンユウ キカン ユウシ ナイダク ツウチショ テンプ クダ

						②		会社経歴書 カイシャ ケイレキショ

						③		過去3期の決算報告書（製造原価明細･販管費明細添付） カコ キ ケッサン ホウコクショ セイゾウ ゲンカ メイサイ ハン カン ヒ メイサイ テンプ

						④		連帯保証に係る取締役会議事録又は株主総会議事録の写し（原本証明要） レンタイ ホショウ カカ トリシマリヤク カイ ギジロク マタ カブヌシ ソウカイ ギジロク ウツ ゲンポン ショウメイ ヨウ

								・・・万一、借入金融機関が破綻した場合に、その借入金を事業者が直接財団に返済するものです。 マンイチ カリイレ キンユウ キカン ハタン バアイ カリイレ キン ジギョウシャ チョクセツ ザイダン ヘンサイ

						⑤		印鑑証明書　履歴事項全部証明書（実行予定日の3ヶ月以内に発行のもの） インカン ショウメイ ショ リレキ ジコウ ゼンブ ショウメイ ショ ジッコウ ヨテイビ ゲツ イナイ ハッコウ

						⑥		直近の会社定款 チョッキン カイシャ テイカン

						⑦		船舶建造工事の請負契約書の写し センパク ケンゾウ コウジ ウケオイ ケイヤクショ ウツ

						⑧		鉄道･運輸機構発行の船舶共有証明書正本 テツドウ ウンユ キコウ ハッコウ センパク キョウユウ ショウメイ ショ セイホン

						⑨		起工確認報告書の写し キコウ カクニン ホウコクショ ウツ

						⑩		建造造船所所属の造船関係団体で発行する｢団体加入証明書｣⇒財団へ直送の場合も有 ケンゾウ ゾウセン ジョ ショゾク ゾウセン カンケイ ダンタイ ハッコウ ダンタイ カニュウ ショウメイ ショ ザイダン チョクソウ バアイ アリ

						⑪		｢特定船舶建造｣の場合は、国土交通大臣の発行する「認定通知書｣｢別紙」(写}を添付して下さい。 トクテイ センパク ケンゾウ バアイ コクドコウツウダイジン ハッコウ ニンテイツウチショ ベッシ ウツ テンプ クダ











【問合せ先】

日本財団 海洋事業部 海洋船舶チーム

ＴＥＬ ０３－６２２９－５１４２
ＦＡＸ ０３－６２２９－５１５０

〒１０７－８４０４

東京都港区赤坂１－２－２ 日本財団ビル

 [URL]

https://www.nippon-foundation.or.jp/grant_application/shipbuilding_loan

＊なお、事業者向け「融資申請のごあんない」をご参照ください＊
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